


 

 

序 文 
 
 

 カンボディア国は、降雨の季節的な偏りや年毎の変動による干ばつ、それに伴う病害虫の発

生、さらにはメコン河の増水がもたらす恒常的な湛水の発生といった気象現象に起因する災害

が農業生産性の向上を阻害する主たる要因の一つとなっています。カンボディア国水資源気

象省では各州都の気象事務所において、観測業務を通じて気象災害発生の予報と地域住民

への通報に努めているが、地方レベルの気象予報士の技術が低水準なこと、農業気象災害の

予測法が確立されていないこと、州事務所間の情報交換が不十分なこと、などの理由で十分に

機能していないことから技術力向上を目的として本件チーム派遣による技術協力実施を我が国

政府に要請しました。 

これを受け、我が国政府は本件を採択するとともに、本件実施のための協力案の協議を行う

ことを目的として、当事業団を通じ、平成１２年７月１５日から同年７月２３日まで事前調査団を派

遣しました。本報告書は同調査団によるカンボディア国政府関係者との協議および調査結果を

取りまとめたものであり、本事業並びに国際協力事業の推進に活用されることを願うものです。 

本調査団にご協力とご支援いただいた内外の関係者に対し、心より感謝の意を表します。 
 
平成１２年１０月 
 

国際協力事業団 
 理事 諏訪 龍
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1.1.1.1.    調査団派遣の経緯と目的調査団派遣の経緯と目的調査団派遣の経緯と目的調査団派遣の経緯と目的    
1111----1 1 1 1 調査団派遣の経緯と目的調査団派遣の経緯と目的調査団派遣の経緯と目的調査団派遣の経緯と目的    

カンボディアは、GNP の約 5 割、就労人口の約 80％を農業が占め、同国の最重要産業

である。しかしながら、広大な農地と豊かな水資源に恵まれているにもかかわらず、カンボデ

ィアの農業の生産性は近隣の開発途上国と比較しても劣っている（表 1）。 
カンボディアの農業の生産性が低い原因の一つとして、洪水や干ばつなどの気象災害を

毎年のように被り、農業も大きな打撃を受けることが挙げられる。気象災害を防止・軽減する

ためには、的確な気象情報を迅速に発表することがまず必要であるが、同国の国家気象機

関である水資源気象省気象局は、長く続いた戦乱による荒廃から立ち直れないまま、機材

や人材の不足した状況が甚だしく、充分な気象情報を提供できない状況である。そこでカン

ボディア政府は、農業生産を高める一環として、気象局の技術力向上を目的とする本チーム

派遣を要請するに至った。 
カンボディア政府の要請を受け、我が国では、国内の関係機関により同要請について検

討し、本調査を実施することとした。調査の主な目的は、１） 農業気象災害の予測に係る技

術力向上を目的としたチーム派遣を実施するために、要請された協力内容について調査す

るとともに、3 年間の協力計画についてカンボディア側と協議すること、及び２）関係機関との

協議を通じて、チーム派遣の立ち上げと円滑な実施を依頼するとともに、今後の協力・連携

の可能性を検討することである。 
 
1111----2222    調査団の構成調査団の構成調査団の構成調査団の構成    

1)総  括   韮澤 浩  気象庁総務部企画課国際室 外事官 
2)農業気象  原  喬  農林水産省農業工学研究所 主任研究官 
3)機材計画  山田 克之 財団法人日本気象協会北陸支店気象情報課 調査役 

 
1111----3333    調査日程調査日程調査日程調査日程    
 

日付 業務内容 
7/15（土） 移動：成田→バンコク 
7/16（日） 移動：バンコク→プノンペン 
7/17（月） 日本大使館表敬 

水資源気象省表敬 
JICA 事務所にて打合せ 
農林水産省訪問 
メコン委員会訪問 

7/18（火） 民間航空局訪問 
気象局業務調査、ミニッツ協議 
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7/19（水） コンポンチャム気象観測所視察 
気象局訪問：ミニッツ協議 

7/20（木） 国家防災管理委員会訪問 
気象局訪問：ミニッツ協議 

7/21（金） 協議 
ミニッツ署名 
日本大使館報告 
ＪＩＣＡ事務所報告 

7/22（土） 移動：プノンペン→バンコク 
7/23（日） 移動：バンコク→成田 

 
1111----4444    主要面談者主要面談者主要面談者主要面談者    

カンボディア政府 
   水資源気象省 

次官          Y Ky Heang 
 次官補 Oeur Hun Ly 

気象局長 Seth Vannareth 
農林水産省 

次官 Chan Tong Yves 
民間航空局 

次官補 Keo Saphal 
企画政策部長 Sinn Chanserei Vutha 

国家災害管理委員会 
事務局長 Peou Samy 

 
メコン河委員会 

水文部主任 Sok Saing Im 
 
日本大使館 

      大使 齋藤 正樹 
      参事官 山本 栄二 
      二等書記官 渡辺 祐二 

 
JICA 長期専門家 

   水資源気象省 宮崎 雅夫 
   農林水産省 工藤 浩 
   公共事業運輸省 高垣 泰雄 
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  メコン河委員会 増本 隆夫 
  メコン河委員会 寺村 伸一 

 
JICA カンボディア事務所 

所長             松田 教男 
所員             益田 信一 

 
2. 2. 2. 2. 総括総括総括総括    

チーム派遣の実施計画について水資源気象省関係者と協議し、双方で合意した計画を記

した討議議事録に署名した。さらに、農林水産省、民間航空局、国家災害管理委員会など、気

象情報を利用する機関を訪問し、本チーム派遣の概要について説明するとともにチーム派遣

が開始された場合の協力を要請したところ、いずれの機関からも本チーム派遣に期待するとと

もに協力する旨の回答を得た。これらの成果を得たことから、本調査団の目的はほぼ達成され

たと考えられる。 
 
3. 3. 3. 3. 要請内容要請内容要請内容要請内容    

カンボディア政府から要請された内容は、以下のとおり。 
(1) プロジェクト名： 農業気象調査予測法改善計画 
(2) 実施機関： 農林漁業省（要請時） 
(3) プロジェクトの内容・目標 

   本プロジェクトでは、気象局本局に拠点を構え、本局の気象技術者と共同で農業気象災害

予測法の確立に努め、かつカウンターパートの基礎的技術力と指導能力を高めることでカウ

ンターパートを通じた地方への技術移転を図る。また、本局と州事務所間の情報交換ネット

ワークを整備し、現在本局で受信可能な気象衛星画像（調査団注：1997 年のクーデター時

に衛星受画装置は紛失していて、受画は不可能）と週単位の総観気象データを組み合わせ

ることで、気象予測精度の向上を図る。具体的には州単位で 1 週間程度の中期予報、全土

で 3 ヶ月程度の長期予報が可能な技術水準を到達目標とする。 
(4) 専門家の人数・分野 

    長期専門家 2 人×3 年 
分野： 総観気象、農業気象 
短期専門家 5 人×平均 2 ヶ月 
分野： 観測測器、総観気象観測、観測記録整理、短期気象予測、中期気象予測、

気象災害調査予測法、農業災害調査予測法、農業生産予測法 
(5) カウンターパート研修の人数・分野 

    5 名： 気象調査法、気象予測法、気象統計、農業気象、気象災害 
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(6) 機材供与 
金額： 約 2000 万円 
品目： 気象観測装置 14 ヵ所（中央の気象観測局、地方の気象観測局等） 

 
4.4.4.4.    当当当当該分野の現状と問題点該分野の現状と問題点該分野の現状と問題点該分野の現状と問題点    

調査団は、プノンペンにある気象局本局（図 1 に組織図を示す）とコンポンチャムにある気象

観測所を訪問した。本局、同観測所とも、機材がほとんどなく、満足に業務は実施されていない

状況である。今後の協力を検討する上で記しておくべきことを述べる。 
4444----1111    気象気象気象気象    

1) 国内の気象観測体制 
カンボディア国内の気象観測地点は、本局を含めて 11 ヵ所あり、最高・最低気温や降

水量などを観測している。地方の観測所からは、前日の最高・最低気温及び降水量が、1
日 1 回午前 7 時に、短波無線電話で通報されている。しかしながら、地方観測所では、観

測機器が故障したままの地点も多く、たとえば雨量計は 11 ヵ所中 3 ヵ所で壊れている。調

査団が訪れたコンポンチャム観測所もその一つであり、雨量計が壊れていた。また、これら

気象観測所に加え、国内 124 ヵ所に雨量観測所を有しているが、データの収集は、1〜3
ヶ月に 1 回であり、国内気象状況の迅速な把握には利用できない。 

本局での気象観測は、温度、湿度、風向・風速、気圧、雨量を観測しているが、較正な

どのメンテナンスは行われていない。 
 

2) 気象情報の入手 
気象業務では、自国のみならず国外の気象データも使った様々な天気図類が、天気

予報や警報作成に欠かせない。このため、世界の気象機関のほとんどは、全球通信網（G
TS）と呼ばれる気象通信網に加入し、気象観測データ等の国際的な交換を行っている。

また、近年では、米国や英国の気象機関が作成した数値予報天気図（スーパーコンピュ

ータで計算された天気予測図）が人工衛星を通じて配信されるなど、開発途上国でも最新

の気象予測技術の恩恵を受けられるようになってきた。 
しかしながら、気象局は GTS に未接続のため、気象データの国際交換体制から取り残

されており、また衛星経由で配信されるデータも受信機が無いため利用できない。なお、

我が国の静止気象衛星「ひまわり」の受画装置がかつてあったが、1997 年に起きたクー

デターの際に紛失し、以来再び手当てできないままである。 
気象局が外部のデータ（気象の実況や予測）を入手する唯一の手段は、我が国気象庁

やタイ気象局が実施する天気図等の短波ファクシミリ放送を受信することである。しかしな

がら受信画質が電波状態に左右されやすく、受信できないことも少なくないとのことであ

る。 
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3) 予警報の発表 
気象局は、毎朝天気予報（天気と最高気温の予報）を発表している。また、台風、大雨、

洪水など顕著な気象現象、災害を引き起こす恐れがある現象時には随時警報や情報を

発表している。いずれの情報を発表する際にも、用いられる気象資料は、国内 11 ヵ所の

観測所の前日の観測データと短波無線ファクシミリによる天気図類である。 
  
4444----2 2 2 2 農業気象農業気象農業気象農業気象    

気象と農業の関係を一言で言えば、農業にとって気象は極めて大きな資源であると同時

に災害の要因でもある。資源としての気象を最大限に利用し、災害要因としての気象を最小

にするような農業をいかに確立するかが問題である（図 2、図 3） 
カンボディアにおける稲作生産の推移は表 2、図 4 のとおりである。単収は極めて低く、生

産量も需要を賄える程ではない。これは、表 3 のとおり、灌漑施設がほとんどなく、天気まか

せの天水利用水田が大部分を占めるためである。今後大幅な人口増が見込まれ、それに伴

って食糧需要も増大すると考えられ、食糧不足は極めて大きな問題となる。 
従って、カンボディアにおける農業の生産性向上のためには、㈰気象変動に強い農業基

盤を作ること、㈪乾季作を増やすことなどが重要である。このためには水源の確保と効果的

な水利用法を確立することが必要である。 
 

5.5.5.5.    チーム派チーム派チーム派チーム派遣実施計画遣実施計画遣実施計画遣実施計画    
以下に、カンボディア側と合意した実施計画を述べる。 
5555----1111    協力の内容協力の内容協力の内容協力の内容    

気象局は、観測、予報、情報作成など気象業務全般にわたって技術者が不足しており、

人材養成が緊急の課題となっている。このため、本チーム派遣の気象分野においては、1)観
測者の研修プログラムの作成と研修の実施、2)予報官の研修プログラムの作成と研修の実

施、及び 3)天気予報の防災への利用を活動の柱とし、これに関する技術移転を行うこととす

る。 
また、農業気象の分野では気象データや情報を如何に農業に活かすかの方法について

技術移転を行う。気象データを農業に活かす方法としては、過去のデータを統計学的に解

析し、灌漑排水の計画など、また作期の確立などに利用することがあり、これにより気象変動

に強い農業基盤を作ることが可能となる。一方、衛星情報などと最新のデータから気象予測

を行い、これを栽培方法や病害虫対策、台風対策などに利用することができる。 
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5555----2222    実施計画概況（実施スケジュール）実施計画概況（実施スケジュール）実施計画概況（実施スケジュール）実施計画概況（実施スケジュール）    
以下のスケジュールでチーム派遣を実施する。 

 
協力期間協力期間協力期間協力期間    
2001 年 2 月 1 日  2004 年 1 月 31 日 1 年目 2 年目 3 年目 

活動内容活動内容活動内容活動内容       
1. 気象観測者の知識と技術力の向上    
 1-1. 観測者研修プログラムの作成    
 1-2. 観測者（本局及び地方観測所）の研修    
 1-3. 気象観測マニュアルの作成    
2. 予報官の知識と技術の向上    
 2-1 予報官研修プログラムの作成    
 2-2 予報官の研修    
3. 気象情報の農業気象、水資源利用システ

ム、耕作への応用 
   

 3-1. 農林水産省、民間航空局、メコン側委

員会、及びその他の省庁と、気象データを有

効に利用するための定期的会合の開催 

   

 3-2. 自然災害と関係する他の分野への天気

予報の利用 
   

 3-3. 高い農業生産のために必要な栽培方

法に対する気象データの利用 
   

 3-4. 高い農業生産のための水資源利用シ

ステムに対する気象データの利用 
   

 
5555----3333    協力部門別（専門家派遣、研修員受入れ、機材供与）計画協力部門別（専門家派遣、研修員受入れ、機材供与）計画協力部門別（専門家派遣、研修員受入れ、機材供与）計画協力部門別（専門家派遣、研修員受入れ、機材供与）計画    

(1)(1)(1)(1)専門家派遣専門家派遣専門家派遣専門家派遣    
    

協力期間 
2001 年 2 月 1 日  2004 年 1 月 31 日 1 年目 2 年目 3 年目 

長期専門家 
 チームリーダー/総観気象 1 名 
 農業気象 1 名 

   

短期専門家 
 1) 観測測器の設置・保守 
 2) 気象衛星画像解析 
 3) データ処理・解析 
 4) 気象予警報 
 5) 栽培 
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長期専門家は、自らの技術移転活動に加えて、短期専門家派遣や機材供与に関する

支援活動が期待されることから、協力開始後速やかな派遣が望ましい。 
    短期専門家の派遣期間・時期については、専門家の業務に、供与機材（後述）が必要で

あることから、現時点では短期専門家の分野のみ決めておくこととし、上の表で破線で示

した時期は目安とする。ミニッツの本文中では、年間 3~6 名の専門家を派遣すると記した。

短期専門家の派遣人数や派遣時期などについては、機材の供与状況や長期専門家の

助言を踏まえた上で決定することとしたい。 
 

(2)(2)(2)(2)研修員受入れ研修員受入れ研修員受入れ研修員受入れ    
研修員については、カンボディア側の要請通り、3 年間で 5 名程度が妥当だろう。研修

分野、内容については、協力開始後、カンボディア側と協議の上決定したい。 
 

(3)(3)(3)(3)機材供与機材供与機材供与機材供与    
     チーム派遣の活動の中心は、気象局本局となるが、同局には日本から派遣された専門

家の活動を支える機材が何もない。カンボディア側からは、１４の観測所の農業気象観測

装置の供与が要請されているが、2 名の長期専門家を派遣する日本側としては、長期専

門家が配属される気象局本局の機材の充実を優先させるべきであろう。限られた予算で

最大限の効果を発揮させるためには、本チーム派遣の予算は本局の機材整備に向け、

地方観測所のリハビリや本局の機材の一層の強化は、本チーム派遣による成果、即ちカ

ンボディア気象局の技術力の向上を睨みながら別の援助スキームで実施すべきである。 
     カンボディア側との協議で上の趣旨のようなことを調査団から述べたが、反対意見はな

かった。ミニッツでは、供与する機材の種類（例えば「気象観測装置」や「データ解析装置」

など）を記すのみとし、数量など具体的な情報は盛り込まないこととした。 
    本チーム派遣を実施するために本局で必要な機材について検討した結果、以下の機材

が必要と考えられる。 
 1)地上気象観測装置及び農業気象に関する機材 
 2)気象データ受信装置 
 3)気象衛星画像受画装置 

それぞれの機材について必要理由と機能の概要を述べる。 
 

1)地上気象観測装置及び農業気象に関する機材 
    本プロジェクトの活動内容のうち、「気象観測者の知識と技術力の向上」、及び「農業生

産のための気象データの利用」を実施するために必要である。同装置を本局に設置する

ことにより、本局の職員に対して、観測測器の設置や保守についての指導、及び得られた

データの農業気象への利用についての指導が可能となる。 
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    地上気象観測装置を構成する測器は、風向風速計、温度計，湿度計，雨量計、降雨強

度計、日射計である。また、これらの測器のデータは、データ収録装置に自動的に記録さ

れる。 
    また、農業気象に関する機材は、自記水温計、蒸発散量測定装置、減水位計、採土器、

採上容器、透水係数測定装置、自動天秤等が必要である。 
 

2)気象データ受信装置 
    本プロジェクトの活動内容のうち、「予報官の知識と技術の向上」を実施するために必要

である。 
    世界気象機関(ＷＭＯ)と国際民間航空機関(ICAO)は、世界空域予報組織(WAFS)を

組織して、高品質で広範囲な空域予報等を通信衛星インテルサットを利用して世界の航

空関係者に提供している。WAFS から提供されるデータは、航空気象のみならず一般の

気象業務にも利用できる情報も含まれており、最も簡単で安価に気象データを入手できる

システムであることとあいまって、開発途上国の気象機関で同装置を導入しているところも

多い。 
    カンボディア気象局に同装置を導入すれば、上空から地上までの実況や数値予報（ス

ーパーコンピューターを用いて計算された予測結果）等の情報を得ることができ，その質と

量は、短波無線ファクシミリによる情報をはるかに凌ぐものである。本装置を用いて、数値

予報データを用いた天気予報の手法などの指導を行う。 
    同装置は、アンテナ、受信機、データ表示装置（パーソナルコンピュータ）から構成され

る。 
 

3)気象衛星画像受画装置 
    本プロジェクトの活動内容のうち、「予報官の知識と技術の向上」を実施するために必要

である。 
    我が国が運用する静止気象衛星「ひまわり」による画像データは、我が国気象庁におい

て処理された後、「ひまわり」を通じてアジア太平洋各国に配信されている。気象衛星によ

る雲画像は、気象業務を実施するために不可欠な資料となっており、カンボディアにおい

ても台風などの監視に威力を発揮することは間違いない。本装置を用いて、我が国の専

門家により雲画像の解析に関する指導を行う。 
    同装置は、アンテナ、受信機、データ表示装置(パーソナルコンピュータ)から構成される。 

 
各機材の価格の目安は、1)地上気象観測装置及び農業気象に関する機材が、1500万円、

2)気象データ受信装置が 1000 万円、3)気象衛星画像受画装置が 500 万円で、合計 3000
万円程度と想定される。 

  また、各機材は長期・短期専門家の活動に不可欠なものであるため、協力開始後なるべく

早く気象局に設置することが望ましい。 
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6.6.6.6.    相手国のプロジェクト実施体制相手国のプロジェクト実施体制相手国のプロジェクト実施体制相手国のプロジェクト実施体制    

本チーム派遣に係るカンボディア側の実施体制は、協議の結果、以下のようになった。 
(1) プロジェクトダイレクター（プロジェクト実施の全体責任を負う） 
 水資源気象省次官補 
(2) プロジェクトサブダイレクター（プロジェクトダイレクターを補佐する） 
 水資源気象省の技術総局長 
(3) プロジェクトマネージャー（プロジェクト実施運営上の責任者） 
 水資源気象省気象局長 
 
なお、プロジェクトの実施にあたっては、日本人専門家が技術的な助言を行うこと、JICA カ

ンボディア事務所長が実施上のアドバイザー及び調整役を担うこととなった。 
 

7.7.7.7.    相手国側との協議結果相手国側との協議結果相手国側との協議結果相手国側との協議結果    
カンボディア側との協議でもっとも議論となったのは、ミニッツの第８章「カンボディア側で実

施すること」のうちの、第(2)項「機材の供与」及び第(6)項「市内の交通手段の提供」であった。 
カンボディア側は、これらを実施するための財源を確保することは無理なので、(2)及び(6)を

削除するよう要求してきた。日本側は、日本の援助方針上これらを削除することはできないが、

カンボディア政府が財政上困難な状況にあることは理解しており、(2)、(6)についても、プロジェ

クトを実施する際には充分考慮すると説明し、カンボディア側もこれを了解した。ミニッツのその

他の項目及びＰＤＭは、数字や表現の訂正など細かな修正はあったが、概ね当初案通りで合

意した。 
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＜ 付 属 資 料 2＞ 
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